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１．はじめに 
言うまでもないことですが，現在，図書館は歴史的転換点を迎えています．大学図書館

においては，危機の時期がきているとも言えます．デジタル化とインターネットの普及に

よって，図書館機能自体が変革を要求されています．デジタル情報と紙媒体を有機的に結

びつけた「ハイブリッド・ライブラリー」の実現が強く求められています．単に紙媒体と

デジタルの資料が併存しているというのではなく，両者は有機的に結び合わされ，利用者

からはシームレスに資料を利用できるものを構築していく必要があります． 

別の側面から社会全体を見ますと，社会環境の劇的な変換（パラダイム転換）により，

20 世紀型の社会から 21 世紀型の社会へ変わりつつあります．例えば，経済第一主義ではな

く，環境や人間を中心とした価値観へと変化するのに伴い，大学では環境学研究科や情報

学研究科といった融合型学問領域ができています．大学図書館は，学術情報の収集・発信

についても，このような劇的変化に対応する必要があります． 

生涯教育，ＮＰＯ，ＮＧＯなど，市民の要求も多様化してきており，いわゆる研究書や

学術雑誌などの大学図書館資料への市民からのニーズにも対応するよう求められています．

国立大学でも，市民に図書館を開放して，本の貸出を始めている所も少なくありません． 

一方，財政危機に伴う行財政改革の一環として，職員の定員削減や図書館予算の減少は

著しいものがあります．効率の追求ということで，大学図書館も「企業的努力」や「図書

館経営」の考え方を持つことが強く求められています．特に，国立大学の法人化により，

国立大学間だけでなく公立・私立大学との競争もすることになり，図書館も従来の「連携」

に加えて，「競争」する個性ある大学を支える必要があります．一見すると矛盾する競争と

連携という２つのキーワードで活動する必要があります 8),9)． 

競争というと，すぐにゼロサムの奪い合いというようなイメージを受けますが，ここで

いう競争は，そのようなものを意味しません．質の向上を目指すことを意味します．先進

的な試みを自己責任で行い，大学の新しい教育研究分野・手法や社会貢献を支援するとい

う意味です．護送船団方式で，合意を取って，一斉に同じ事をするということの対極に位

置する考え方です． 

大学における学術情報の収集・発信についても「競争と連携」のキーワードが大事と思

います．大学図書館は，紙媒体とデジタル媒体の両方の学術情報コンテンツを収集して発

信する必要があり，上記の厳しい環境を考えると，従来にもまして創意工夫をするととも

に図書館間の強力な連携が必要です． 
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２．電子図書館機能における大学の情報発信について 
社会への説明責任としての情報発信について，大学は従来，学部，研究科，研究所，セ

ンター等がバラバラに情報を外に発信していましたが，これでは大学が持つ情報が外部か

ら非常に分かりにくいです．そこで，図書館が「大学の情報発信の中心となる」ことが求

められています．文部科学省のデジタル研究情報基盤ワーキング・グループが平成１４年 3

月に出した報告書 1)では，各大学が機関共同サーバーを作り，国立情報学研究所と連携して，

種々のコラボレーション環境を提供するという構想で図書館機能の強化を既に打ち出して

います．図－１，２にその概念図を示します． 

図書館が学内情報のメタデータを収集し，大学の内外から，大学の情報にアクセスしや

すくし，かつ，フィードバックを受ける仕組みです．各大学に機関共同サーバーが設置さ

れ，それらをつなぐものとして，国立情報学研究所（NII）のナショナル機関ポータルが，

各大学のメタデータをハーベスティングする仕組みです．既に，一部試行が進められてい

ます．残念ながら，まだ，貴重書などのデジタル化されたものが多いようですが，今後は

学術機関リポジトリのように，多くの利用者を対象としたものが重要になると思います． 

 
３．名古屋大学附属図書館の学術ナレッジ・ファクトリー構想について 
名古屋大学附属図書館では，２．で述べた報告 1)が出る以前から情報連携基盤センターと

も連携して，学術コラボレーションシステムを構想し，一部試行をしていました．最近で

は，その発展型である学術ナレッジファクトリー構想を立ち上げ，一部試行を開始してい

ます． 

大学が中心となって生産所有する多様な教育研究情報資源を自動収集し，そのメタデー

タを生起し組織化した上で，情報発信を行ない，国内外に幅広く学術情報資源を流通させ

るシステムを構築するものです． 
近年，大学を取り巻く環境の激変により，大学の学術情報基盤は大きな転換期を迎えて

います．情報通信技術の進展と情報利用者の技術向上は大学における教育研究環境に大き

な変化を与えつつあります．大学において，情報技術を効果的かつ経済的に活用し，発展

させていくことは今後の高等教育政策に不可欠になっています．しかし，日本においては，

大学を中心に大量の教育研究情報資源が存在するにもかかわらず，それらの多くは分散し，

標準化されることもなく，存在と所在の確認が難しいのが現状です．1990年代後半から世
界的に急速に普及してきた電子学術情報資源において，電子ジャーナル導入については，

国立大学図書館協会電子ジャーナルタスクフォース 10),11)の活動等により，一部の大学にお

いては諸外国大学に追いついてきましたが，数万タイトルと言われる電子ブックの導入と

活用などにおいては，日本の大学は大きく立ち遅れています．多くの大学での電子図書館

的機能もそのコンテンツ開発に限界があり，標準化とオープン化が進んでいません．その

ため，大学は本来，知的情報源の生産の場ですが，今日の情報環境においても，情報源の
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収集組織化と発信は十分ではありません． 
この状況を打破し，国際競争力を持つ大学の学術情報を活用するため，名古屋大学附属 

図書館は情報連携基盤センターそして情報メディア教育センターと連携協力し，大学ポー

タルシステムを活用した高度な電子図書館的機能を持つ学術情報資源活用システムである

学術ナレッジ・ファクトリーを構想し，一部試行を始めています． 
 この構想のなかでは，地域連携として，公共図書館の一部や図書館以外の情報機関を巻

き込んだ，分散型学術図書館ネットワークも位置づけようとしています． 
 
４．今後の学術情報の収集・発信の連携について  
国立大学の法人化後，各国立大学職員は，法人のために働く必要があり，他の国立大学

法人のためには，何もできず連携ができないと考えている人もいるようです．もちろん，

法人に害を与えるような連携はできませんが，電子図書館機能の整備のための連携の代表

例である電子ジャーナルのコンソーシアム 2）～4）などは，当然，国立大学法人の利益にかな

いますので，これまで以上の利益が得られるように活動を行っていく必要があります． 

 

電子ジャーナル 

電子ジャーナルは導入に膨大な費用を要しますのでコンソーシアムが必要なことは世界

的に認識されています．電子ジャーナルの欠点であるアーカイブスについても，日本では

国立情報学研究所が既にアーカイブスのサーバーを立ち上げましたが，今後も強化する必

要があります．市民が大学に来て利用する場合（Walk-in User）も，電子ジャーナルは原

則利用可能としていますので，社会貢献の道具にもなります．名古屋大学の中央図書館で

は，学外の来館者に対する電子ジャーナルの印刷サービスを，この４月から開始していま

す． 

国立大学図書館協会の電子ジャーナル・タスクフォースでは，大規模（１０数社と１２，

０００タイトルを超えている）なコンソーシアムを構築して，３年以上が経過して，既に

第２期に入っています．この第２期が終了後は，平均約９％の欧米雑誌の値上げが止まら

ない限り（コンソーシアム内では約５％），持続可能な購読維持は，もはやコンソーシアム

では対応できないのではと思います．残された時間はわずかであり，学術機関リポジトリ

やオープンアクセスなどの学術流通の多様化と研究者に学術情報流通の主導権を取り戻す

方策を探り，強力な交渉の道具を獲得する必要があります． 

 

電子ブック 

電子ブック（e-Book，Online Book）については，世界で 10 億ドル市場になるとも言わ

れています．それに対して日本は相当遅れをとっています．リファレンスブックを除いて，

普通の電子ブックの導入は，東京大学と名古屋大学が平成１６年度から試行的に行ってい

ますが，購入冊数が少ないので，まだ，利用者から十分な認知を受けているわけではあり
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ません．数万のオーダーの電子ブックの中から，１年に数百冊程度しか，購入できない現

状であり，かつ，良いビジネスモデルがないため，デジタル媒体であるという特性を活か

すことができていないためです． 

日本の出版社は，学術図書の電子ブックにほとんど対応していませんので，今後，この

電子ブックの開発に関しては大学図書館が役割を果たせるのではないかと考えています．

例えば，教科書であれば，著者，利用者，サービスする図書館，いずれも学内にあります．

また，同じ冊子版は大学出版会から出版すれば，費用の問題はないだろうと思います．さ

らに，WebCT などの e-Learning ツールにも対応できるようにすると良いと思います．外国

では既に e-Learning で電子化された講議を無料で公開している大学もあります． 

 

今後の学術情報流通の運用 

 理想的な学術情報基盤の姿を描くとすると，全ての研究者が人類の知的資産である論文

や資料をインターネットで自由かつ即時にアクセスでき，新たな知的資産を生み出すサイ

クルを実現できるようにすることだと思います．しかし，現在の学術情報流通の手法を取

る限り，全ての電子ジャーナルをナショナルサイトライセンスにするようなことは，到底

財政的に無理であり，かつ，危険でもあります．そのため，今後も多様な取り組みと自律

的なコンソーシアムが必要と思います。学術情報流通システムの革新を伴う活動が必要と

思われます．前途多難であることに変わりはないですが，少しでも情報格差を解消し，共

通の土俵の上で研究教育が遂行できる環境を整えるのが，われわれ図書館人の役割と考え

ます１２）． 

図書館及び職員に求められるものは，情報技術を活用した学内，地域，全国，国際的連

携をしつつ，創意工夫をした学術情報の収集・発信を行う努力をすることです．もちろん，

次世代のために文化情報資源の維持発展を忘れてはなりません．情報技術を活用した新し

い知恵も必要です．研究開発機能，企画･立案，経営力といった，新しい資質が求められて

います．単に知意を追求するのではなく，それを力にして実践する能力が求められている

と思います． 
 

５．まとめ 
 変革の時代における大学図書館経営 5)～8)において，とくに大事な学術情報の収集・蓄積・

発信について，創造的な企画力と運営能力が求められています．どのようにすればよいか

が明確に分かっているわけでもありません．諸外国を参考にすること自体も，デジタル情

報に関しては難しい状況です．世界に先駆けて，日本が対応を模索する必要があると思っ

ています．高い志を持ち，かつ，現実を見据えて，今何をすべきか明らかにし，また，今

できないことを，将来実現するための方策を創造する力を，連携しながらつけたいと思い

ます． 
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図－１ 大学の情報発信のイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ 学術情報発信とメタデータ管理 
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図－３ 学術ナレッジファクトリーと大学ポータル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４ 学術ナレッジファクトリー構想 
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